(様式２)

海外プロモーション映像活用事業助成金対象事業指定・概算交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年　　月　　日

（あて先）
一般財団法人さっぽろ産業振興財団理事長
申請者　住　　　　所

法人・団体名

代 　表 　者　　　　　　　　　　　印

「海外プロモーション映像活用事業助成金」対象事業の指定を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

なお、助成金の対象となる映像を完成させ、完成した映像を配信するとともに、映像の配信と連動した取組みを行うことを確約いたします。

１　助成対象経費　　　　　　　　　　　円

２　助成申請予定額　　　　　　　　　　円
３　概算交付申請額　　　　　　　　　　　　円
４　添付書類

(1) 申請者概要、委託事業者概要（別紙１<1,2>）

 (2)　事業計画書（別紙２ <1,2,3>）

(3)　助成対象経費内訳書 (別紙３)

別紙１　申請者概要<1>
	法人・団体名
	

	代表者職・氏名
	

	住所（所在地）
	〒　　－


	電話番号
	

	ホームページ
	

	設立年月日
	

	構成員
	

	沿
　革
	

	（事務担当者連絡先）
役　　職：

氏　　名：

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　FAX番号：

e-mailｱﾄﾞﾚｽ：


　※１　定款又はこれに類する規約を添付願います。
　※２　直近の市税の納税証明書(指名願用)および宣誓書(様式３)を添付してください。

　　　　納税証明書(指名願用)については、各市税事務所及び札幌市役所本庁２階の税証明窓口で、１税目につき手数料400円で交付しております。
　※３　コンソーシアムを構成する場合は、コンソーシアム構成書およびコンソーシアム協定書を添付願います。
別紙１　委託事業者概要<2>

	法人・団体名
	

	代表者職・氏名
	

	住所（所在地）
	〒　　－



	電話番号
	

	ホームページ
	

	概　　　要
	

	（事務担当者連絡先）

役　　職：

氏　　名：

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　FAX番号：

e-mailｱﾄﾞﾚｽ：


· 委託事業者の概要がわかるものであれば、別の様式によることができます。

別紙２　事業計画書<1>
	事業名
	

	(1)事業実施の目的・背景

(審査基準①)
	

	(2)事業の概要

(審査基準①)
	

	(3)事業処理体制図

※別添可

(審査基準②)
	

	(4)スタッフの役割・氏名
※別添可

(審査基準②)
	プロデューサー：　　　　　監督：　　　　　　脚本：

その他：



	(5)関与する札幌映像撮影コーディネーター

(審査基準⑦)
	氏名：
所属：


	(6)事業の全体スケジュール

※別添可

(審査基準②)
	

	(7)撮影期間及び撮影地

(審査基準②)
	撮影期間：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

 (延べ　　日間)
撮影地(国内)：

撮影地(海外)：


	(8)映像の発信

(審査基準②、⑤)
	発信媒体：映画・テレビ・その他

発信国：

発信予定時期：平成　　年　　月　　日～


	(9)総製作費
(審査基準③)
	

	(10)後援者、協賛者など(審査基準③)
	

	(11)映像のシナリオ

(審査基準④)
	

	(12)連動事業の内容

(審査基準⑥)
	


　※１　(3)事業処理体制図については、作業分担、人員体制などの処理体制を記載してください。

※２　(4)スタッフの役割・氏名については、助成対象事業に関わるすべてのスタッフの役割・氏名を記載してください。なお、スタッフの一覧がわかるものがあれば、別の様式によることができます。
　※３　(6)事業全体のスケジュールの他に、映像制作スケジュールも作成し、添付してください。

　※４　(11)映像のシナリオについては、札幌市のシティプロモートに資するものかの観点も踏まえて記載してください。

　※５　(12)連動事業とは、映像の発信と連動して商品の販路拡大や観光客誘致等を実践する取組みを言います。

別紙２　事業計画書<2>
	(1)事業全体の連動性 (審査基準①)
	

	(2)映像の露出効果

 (審査基準⑤)
	視聴者数：
総露出時間：
クロスメディア展開：

	(3)事業対象国のマーケティング状況

(審査基準⑤、⑥)
	

	(4)関与する札幌市内事業者　

 (審査基準⑦)
	

	(5)事業の効果検証

　(審査基準⑧)
	検証内容：

検証方法：



	(6)事業の波及効果

　(審査基準⑧)
	


※事業計画書の内容は、審査基準の対象となりますので、詳しく記入してください。

別紙２　事業計画書<3>

	(1)概算交付が必要な理由
	

	(2)概算交付申請額の理由
	


事業計画書<2>を記入するうえのでの補足

１、(1)については、本事業(映像制作→映像発信→連動事業)の連動性と、その連動がどのような効果を生むのかの観点で記載してください。

２、(2)の視聴者数、総露出時間については、想定される数値を記載してください。(再放送を含む) なお、その数値を客観的に計れる書類があれば、添付願います。クロスメディア展開については、SNSを活用した作品の宣伝などについて記入してください。
３、(3)については、事業対象国のニーズに合わせた戦略を立てられているか、客観的なデータを基に記載してください。

４、 (4)については、映像制作および映像の発信を行ううえで関与する市内映像関連企業、および本事業に参画する映像関連産業以外の市内企業を記載してください。

５、 (5)については、事業の効果を測る指標はどのようなものを立てるか、またそれを検証する方法としてどのような展開を行うか記載してください。

【例】SNSを活用した事業効果の検証

６、 (6)については、本事業が、映像関連産業以外の企業の映像活用の促進にどのように寄与するかの観点で記載してください。

